
１．重要な会計方針

　(１) 固定資産の減価償却の方法

　　　建　　物⋯定額法による減価償却を実施している。

　　　什器備品⋯定額法による減価償却を実施している。

　(２) 引当金の計上基準

　　　退職給付引当金⋯従業員退職金の支給に備えるため期末要支給額を計上している。

　(３) 消費税等の会計処理

　　　税込方式を採用している。

２. 会計方針の変更

　     該当事項なし　　　

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

　科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　定期預金　　　　　　　　(注）1 7,600,000 0 0 7,600,000

小　　　計 7,600,000 0 0 7,600,000

特定資産

　退職給付引当資産 459,600 233,800 0 693,400

　事務所修繕費積立資産 1,739,530 0 0 1,739,530

　記念事業積立資産 5,407,794 1,650,000 2,060,000 4,997,794

　褒賞事業積立資産 6,538,215 0 306,898 6,231,317

　出版事業強化事業積立資産 6,000,000 0 2,000,000 4,000,000

　基盤強化事業Ⅱ積立資産 2,000,000 0 375,095 1,624,905

　国際会議準備事業積立資産 1,000,000 0 362,693 637,307

　低温・超電導市場調査事業積立資産 300,000 0 33,907 266,093

　委員会・研究会活動促進事業積立資産 600,000 0 0 600,000

　小　　　計 24,045,139 1,883,800 5,138,593 20,790,346

　合　　　計 31,645,139 1,883,800 5,138,593 28,390,346

(注）1　故大山義年氏、故大島恵一氏、故門奈五兵氏及び故前田弘氏により寄贈された財産である。

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの

充当額）

（うち一般正
味財産からの

充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

　定期預金　　　　　　　　(注）1 7,600,000 0 7,600,000 0

小　　　計 7,600,000 0 7,600,000 0

特定資産

　退職給付引当資産 693,400 0 0 693,400

　事務所修繕費積立資産 1,739,530 0 1,739,530 0

　記念事業積立資産 4,997,794 0 4,997,794 0

　褒賞事業積立資産 6,231,317 0 6,231,317 0

　出版事業強化事業積立資産 4,000,000 0 4,000,000 0

　基盤強化事業Ⅱ積立資産 1,624,905 0 1,624,905 0

　国際会議準備事業積立資産 637,307 0 637,307 0

　低温・超電導市場調査事業積立資産 266,093 0 266,093 0

　委員会・研究会活動促進事業積立資産 600,000 0 600,000 0

小　　　計 20,790,346 0 20,096,946 693,400

合　　　計 28,390,346 0 27,696,946 693,400

５．担保に供している資産

　　該当事項なし

財務諸表に対する注記



６．固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

　科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建　　物 11,560,000 8,464,231 3,095,769
什器備品 979,191 811,718 167,473
土　　地 2,040,000 0 2,040,000
ソフトウェア 595,497 571,001 24,496
敷　　金 210,000 0 210,000
合　　計 15,384,688 9,846,950 5,537,738

　　該当事項なし

８．保証債務等の偶発債務
　　該当事項なし

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額及び評価損益
　　該当事項なし

10．補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高
（単位：円）

補助金等の名称 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照
表上の記
載区分

コンベンション開催助成金
0 605,120 605,120 0

子どもゆめ基金助成金
0 409,000 409,000 0

合　　　計 0 1,014,120 1,014,120 0

11. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　該当事項なし

12．関連当事者との取引の内容
　　該当事項なし

13．重要な後発事象
　　該当事項なし

14. その他
　　該当事項なし

国立青少年教育振興機構

７. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高および当該債権の当期末残高

交付者

一財）山形コンベンション
ビューロー


